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多職種医療者によるがん就労支援促進のためのアクションチェックリストの開発 

 

研究分担者 高橋 都 

国立がん研究センターがん対策情報センターがんサバイバーシップ支援部長 

 

研究要旨 

全国がん診療連携拠点病院 8施設において、多職種医療者計 84名およびがん患者計 13名を対

象に、フォーカスグループインタビューを実施した。102 例の好事例が収集され、KJ法を用いて

分類、さらに臨床家と研究者からなるエキスパートオピニオンに基づいて、支援内容の構造化と

統合化によって必要項目数に減じた。最終的に、9 領域（施設全般、全職種、主治医、看護師、

薬剤師、栄養士、理学/作業療法士、ソーシャルワーカー、事務員）、計 47項目のアクションフ

レーズに整理され、就労支援のためのアクションチェックリストの原案を作成した。 

 

分担研究者 

久村和穂 金沢医科大学・医学部腫瘍内科学・講師 

吉川悦子 日本赤十字看護大学・地域看護学・准教授 

青儀健二郎 四国がんセンター・乳腺外科・化学療法科医長/外来化学療法室室長/臨床研究セ

ンター臨床研究推進部長/臨床試験開発室長 

岩田広治 愛知県がんセンター中央病院・乳腺科・副院長/乳腺科部長 

鈴木聡 石巻赤十字病院・呼吸器外科・副院長 

宗本義則 福井県済生会病院・外科・外科主任部長/集学的がん診療センター長 

澤祥幸 岐阜市民病院・がんセンター・診療局長 

 

研究協力者 

加藤明日香 国立がん研究センター・がん対策情報センターがんサバイバーシップ支援部・特

任研究員 

吉川徹 労働安全衛生総合研究所・過労死等調査研究センター・統括研究員 

赤羽和久 赤羽乳腺クリニック・院長 

高原悠子 名古屋第二赤十字病院・薬剤部・薬剤師 

室田かおる 名古屋第二赤十字病院・がん診療推進センター・看護師長 

船﨑初美 愛知県がんセンター中央病院・地域医療連携・相談支援センター・室長補佐 

 

Ａ．研究目的 

がん患者の就労と治療の両立のための支援が

求められているが、体制が異なる病院におい

て、画一的な支援プログラムの実施は非現実的

であり、施設特性に応じた支援策が必要とされ

る。本研究は、各施設に合わせた就労支援策
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を、自ら積極的に考案することを目的とした、

病院ぐるみで取り組む「がん就労支援」実施の

ためのアクションチェックリストを開発するこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

共同研究機関である全国ブロック別がん診療

連携拠点病院施設において、多職種医療者およ

び同医療機関を受診しているがん患者を対象に

して、フォーカスグループインタビューを実施

した。 

 

本研究は、国立がん研究センター研究倫理審

査委員会および各医療機関の倫理審査委員会に

て研究実施の承認を得た（括弧内は倫理承認番

号）。 

 国立がん研究センター中央病院（2017-

130） 

 名古屋第二赤十字病院（1235） 

 石巻赤十字病院（17-21） 

 愛知県がんセンター（2017-1-193） 

 金沢医科大学病院（1225） 

 福井県済生会病院（2017-052） 

 四国がんセンター（2017-53） 

 岐阜市民病院（430） 

 

倫理面への配慮： 

本研究の研究参加者より同意書へ署名をいた

だく際、研究担当者は、以下の点を説明文書に

記載した上で、研究参加者に口頭説明した。 

 インタビュー調査への参加は、強制ではな

く、自由意思によるものであること。 

 インタビューは、調査協力者の氏名等、個

人を特定される質問は含まれないこと。さ

らに、インタビューで回答された固有名詞

はすべて削除されること。 

 調査協力辞退の権利があり、インタビュー

を途中でやめても、一切の不利益が生じな

いこと。同意撤回は、分析の関係上、2019

年 1月 31日までに本人の申出があった場

合にのみ可能となること。 

 インタビューは録音され、分析終了時に、

破棄されること。 

 調査参加の同意書は、研究事務局が正を、

対象者が副を保管すること。 

 調査結果は、学術集会や論文で公表される

こと。 

 公表の際には、個人が特定されるような情

報は一切含まないこと。 

 本研究で得たデータを他の研究に用いるこ

とはないこと。 

 本研究は国立がん研究センターの内部監査

の対象となり、第 3者がインタビュー及び

本研究で得られた個人情報（同意書）など

を閲覧する可能性があること。 

 

フォーカスグループインタビューは、以下の

インタビューガイドを用いた半構造化面接とし

た。 

 

インタビューガイド： 

 多職種医療者向け 

病院としてでも、個人としてでも構いません、

現在、あなたは、どのようにがん患者の就労支

援に取り組んでいますか？ 

 患者向け 

診断後これまでに、あなたが治療を受けている

病院で、あなたは、医療従事者から、どのよう

な就労支援を受けましたか？ 

 

フォーカスグループインタビューで得たデー

タを質的統合法（KJ法）を用いて分類した。

さらに、臨床家と研究者からなるエキスパート

オピニオンに基づいて、支援内容の構造化と統

合化によって必要項目数に減じた。 
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Ｃ．研究結果 

がん診療連携拠点病院 8施設において、治療

者（医師、看護師、薬剤師、理学療法士など）

計 48 名、相談員（ソーシャルワーカー、臨床

心理士など）計 36名、がん患者計 13名に、フ

ォーカスグループインタビューを実施した。 

インタビュー時間数は、治療者計 10時間 52

分、相談員計 7時間 53分、がん患者計 10時間

30分であった。 

 

102 例の好事例が収集され、がん患者の就労

支援に最も役立つとされた好事例を、エキスパ

ートオピニオンにより選別、病院で実施する有

効な就労支援アクションをフレーズ化した。な

お、102例の好事例については、医療機関が提

供した支援として患者にも届いており、患者が

援助として実感していたことを、患者インタビ

ューからも確認した。 

 

最終的に、9領域（施設全般、全職種、主治

医、看護師、薬剤師、栄養士、理学/作業療法

士、ソーシャルワーカー、事務員）、計 47項目

のアクションフレーズに整理され、就労支援の

ためのアクションチェックリストの原案を作成

した。 

 

9領域における代表的なアクションフレーズ

としては、施設全般は「「就労支援」に関する

院内フロー（誰がどの時点で何をして、誰につ

なげるかの流れ図）を作成し、それを全職員で

共有するしくみを作る」、全職種は「多職種カ

ンファレンスを活用し、各患者の「生活」およ

び「就労」状況について、各専門職の視点を共

有し、気になることを話合う」、主治医は「告

知時、「仕事を辞めるかどうかの決断はあとで

もできるので、とりあえず今は仕事を辞めない

ように」と患者に伝える」、看護師は「「生活の

しやすさに関する質問票」を定期的に実施し、

「働く」項目を活用して、「就労支援」を必要

としている患者を拾い上げ、必要な他職種へつ

なぐ」、薬剤師は「「患者は仕事を続ける」とい

う前提で、患者に服薬指導をする」、理学/作業

療法士は「職場での患者の実際の身体の動かし

方を想定して、理学/作業療法の観点から、リ

ハビリ計画を立てる」、ソーシャルワーカーは

「患者の悩みや不安が、「職探し」であるのか

「就労継続」であるのか明確にするのを手伝

う」などであった。 

 

Ｄ．考察 

がん患者の就労支援のためのアクションチェ

ックリストの原案の妥当性を検証するため、今

後は、全国のがん診療連携拠点病院の多職種医

療者を対象に、大規模アンケート調査を実施し

ていく必要性がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究から、病院ぐるみの就労支援に向けて

は、日々の臨床実践の中で、各職種が専門的な

役割機能を発揮し、患者の就労関連情報を共有

しながら連携して取り組むことの重要性が示唆

された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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